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1. 都市緑地1の重要性
都市化によって都市人口の割合が増加しています。ヨーロッパでは2020年までに人口の約４分
の３が都市的な環境に住むことになると予測されています（補注：2017年現在）。都市の生活で
は自然とふれあう機会が限られ、住民は大気汚染や騒音などの環境問題に晒されています。都
市化した地域の多くが、増加する人口、限られた資源、深刻化する気候変動の影響というプレッ
シャーに直面しています。健康で持続可能な居住環境のために、これらの課題に取り組まなけれ
ばなりません。

緑地や自然に基づいた対策は、都市環境の質を向上させ、地域のレジリエンスを高め、持続可
能なライフスタイルを促す革新的なアプローチを提供することができ、都市に住む人々の健康
とウェルビーイングを改善することができます。公園や遊び場、あるいは公共施設や民有地の緑
は、これらのアプローチの中心となり、次の目的の実現に貢献します。

	� 都市住民が自然とふれあう適切な機会の提供
	� 都市における生物多様性の維持と保全
	� 大気汚染や騒音などの環境問題の軽減
	� 異常気象（熱波、豪雨、洪水等）の影響緩和
	� 都市生活の質の向上
	� 住民の健康とウェルビーイングの向上
	
都市緑地は「グリーンインフラストラクチャー」²を構成する一要素です。都市緑地は、都市が提供
する公共空地と公共サービスの重要な位置を占めており、都市のコミュニティを構成するすべて
の人々の健康を増進する役割を果たします。それゆえ、公共の緑地は、すべての人々にとってア
クセスしやすく、都市の中で公平に配置されなければなりません。

1.	本資料は、都市緑地に関する調査から得られたエビデンスに基づいています。このため本資料に書かれてある内容は、
あらゆる規模のまちに当てはまる可能性があり、農村地域にも参考になるはずです。		

2.	本資料における「都市緑地」の定義には、都市において植物で覆われたあらゆる土地が含まれます。また、この定義は、
規模や用途を問わず、公共施設及び民有地の植物を含むほか、池や湖、小川（いわゆる「ブルー・スペース」）を含みます。
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都市緑地は
地方自治体が
市民の健康と
ウェルビーイングの
ためにできる
重要な投資です
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2. 目的と構成
緑地と健康の相関性は数々の発表にまとめられてきました（Hartig	et	al.,	2014;	WHO	Region-
al	Office	for	Europe,	2016）。本資料の内容はWHOが招集した専門家会議の合意に基づいて
います。この会議には都市における健康と緑地の専門家が各国から集まり、本資料4章で定義す
る「都市緑地を用いた処方箋（以下、都市緑地による処方箋）」(Urban	Green	Space	 Interven-
tion)の実践的側面が議論されました。この専門家会議の技術報告の完全版も出版されています
（WHO	Regional	Office	for	Europe,	2017）。

本資料の目的は、研究が明らかにしたエビデンスと都市緑地による処方箋の事例の再検討から
得られた重要な示唆を読み解き、実践のための手がかりとして示すことにより、都市の政策や運
営に携わる人々を支援することです。本報告は得られた知見を提供し、都市緑地の設計が社会
と健康に対する便益を最大化するために考慮すべき側面を明示しています。

本資料の4-9章では、都市緑地による処方箋とその便益（4章）、都市緑地計画へのアプローチ（5
章）と都市緑地をどう設計するか（6章）、コミュニティの参画を適切に促すために、施策対象者
を明らかにし、ステークホルダーとの協働を進める（7章）、都市緑地の利用をいかに促進するか
（8章）、都市緑地による処方箋のモニタリングと評価の方法（9章）についての情報を提供しま
す。10章では、潜在的な課題と利用者間の対立を回避し管理する方法について説明し、11章で
は重要なメッセージをまとめています。最後に、簡潔な参考文献リスト、推薦図書および有用な
ツールを紹介します。

3. ガイドブックの対象者
本資料の対象者は以下に示した人々を想定しています。
	� 都市緑地の計画・設計・施工・管理運営の実践に地域レベルで携わる人びと
	� 都市開発、環境管理、社会問題、公衆衛生に関する権限をもつ各地域の政策立案者、議員、
公的機関
	� 地域レベルの都市環境と生活の質に関心を持つ、各地域の民間団体、地域活動の関係者、
地域住民

	
研究者、民有地の地権者、企業、開発業者にとっても、本資料は参考になると思われます。
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都市緑地は
より自発的な
ライフスタイルを
もたらします
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4. 都市緑地による処方箋とその便益

	都市緑地による処方箋の機会

都市緑地による処方箋を都市計画に取り入
れる機会には、以下のような例があります。
	� 新たな近隣住区やコミュニティ施設、業務
地区の開発、および交通インフラ整備事業
	� 都市の再生や再開発計画
	� 工業地域の再開発や再編
	� 都市農業
	� 生物多様性の向上のための取り組み

	都市緑地による処方箋の便益

大気や水質の改善、騒音の低減、異常気象の
影響の緩和を通じて、都市緑地は都市生活に
おける環境に起因する健康リスクを軽減する
ことができます。さらに都市緑地は、ストレス
緩和とリラックス効果、身体活動、住民の相
互交流の促進、コミュニティの結束強化を通
じて、健康とウェルビーイングを支え促進しま
す。これらの便益には、精神的、身体的な健康
の増進、認知・免疫機能の向上、死亡率の低
下が含まれます。（図１）

誰もが、都市緑地による処方箋の恩恵を受け
ることができます。質の高い緑地へのアクセ
スが限られていることが多い社会的に不利な
立場にある、もしくは行政サービスが行き届
かないコミュニティにとって、都市緑地による
処方箋はとりわけ効果をもたらします。

本資料では、都市緑地の質・量・アクセスのし
やすさを大きく変える行為を「都市緑地によ
る処方箋」として定義しています。都市緑地に
よる処方箋は、新たな都市緑地の設置あるい
は既存の都市緑地の特徴・機能の変更によっ
て実施されます。

都市緑地による処方箋の種類は多岐にわた
り、以下に例示するように、民有地または公共
空間において様々な規模で実施されます。

写真１	 沿道の植栽や、通りや線路沿いの緩	
	 衝緑地
写真２	 小さな都市緑地（庭園やポケットパー	
	 クなど）、遊び場
写真３	 屋上緑化や壁面緑化
写真４	 公園や芝生広場
写真５	 緑道や緑の回廊（歩行者や自転車の
	 ための緑道など）
写真６	 水と緑をつなぐ海岸や川沿い、湖畔
	 の遊歩道
写真７	 レクリエーション施設や都市農業施
	 設（コミュニティガーデン、スポーツ施
	 設、遊戯場、校庭）
写真８	 都市林や野生生物の生息域へのアク
	 セスの向上
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図１：健康とウェルビーイングに対する都市緑地の影響を示す因果関係モデル

出典：A.	Roue-Le	Gall	in	Milvoy	&	Roue-Le	Gall	(2015)の図を基に作成
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	緑地計画の達成目標を明確にすること	

	� どのような種類と規模の都市緑地が計画
されているのか
	� 主な機能は何か
	� どのような人々による利用が想定されてい
るか
	� 維持と運営の管理責任は、誰が負うのか
	� 計画された都市緑地は、貧困地域の改善
に資するものか

 都市／地域の計画の文脈と枠組を活用
すること―これらにより計画立案者は次
のことを実現することができる

	� 地方自治体内における緑豊かな都市づく
りの長期ビジョンを作成すること
	� インフラとしての都市緑地の必要性を都
市マスタープランに位置付けること
	� インフラ整備事業（住宅供給、公共交通、
業務地区、コミュニティ・健康づくり施設な
ど）において緑地を検討し計画に位置付
けること
	� 緑の回廊やネットワークといった地域計
画の枠組を検討すること
	� 地域計画のプロセスの一環として地域コミ
ュニティに関与すること

	長期的な見通しと、柔軟さを保つこと

	� 緑地は長期にわたる投資であり、緑地は
十分に機能するまでには一定の時間がか
かり、長期的な維持管理が必要である
	� 都市緑地の恩恵が目に見えるようになる
には長い時間がかかる
	� 将来の需要の変化に応じた機能調整がで
きるように、都市緑地を柔軟に計画、設計
する必要がある

	緑地整備事業を公衆衛生と社会全体の
ための総合的な投資とみなすこと

	� 都市に緑地を整備することは、健康、ウェ
ルビーイング、生活の質のための投資であ
り、リラックス、レクリエーション、社会的な
相互交流のための場所を提供する
	� 都市緑地はコミュニティ内の様々な団体
が文化的、または、レクリエーションのイベ
ントを開催し、園芸を通して多文化と共生
できる空間を提供できる価値ある社会資
本である

5. 都市緑地計画へのアプローチ
地域レベルの都市緑地による処方箋の実践を通じて、都市計画のプロセスにおいて考慮される
べきいくつかの一般的側面が明らかになりました。この章では、都市政策の立案者と実行者が
計画段階において考慮すべきアプローチを示します。
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自然との
ふれあいは
健やかな都市に
かかせない
要素です
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6. 都市緑地をどう設計するか
この章では、エビデンスと事例の検討から明らかになった都市緑地の計画・設計での実践的な手
がかりをもとに、都市政策の立案者と実行者が設計段階で考慮すべき四つの事項を示します。

	人々の暮らしの近くに緑地を配置する

	� 街路の植栽、都市型の庭園、緑豊かな遊
歩道を都市住民の近隣に配置し、公共の
オープンスペースを緑化する
	� 住居から直線距離300ｍ以内（徒歩約５分
圏内）で0.5～１ヘクタールの公共緑地を
配置することを基本方針とする
	� すべての住民と利用者に対して十分な質
の都市緑地を確保する（ユニバーサル・ア
クセスの確保	）
	� 他の行政分野や民間プロジェクトがもた
らす緑化の機会（学校、業務地区、商業地
区、住居等の緑化）を活用し、民有地の緑
化を促進する

	様々な需要に応じることができるように
多様性がある都市緑地計画を立てる

	� 多様な需要を満たすために、街路の植
栽、大小の公園、緑道、自然を活用した遊
び場など、多様な都市緑地を考慮する
	� 多様な状況をつくるために、様々な植物種
を用い、生物多様性を活用する
	� 都市緑地をごく限られた機能や利用者層
のためだけに設計することなく、すべての
住民の活動を促進することを目標とする				
　　　				

 都市緑地をより快適にするための機能
をシンプルに設計するように配慮する

	� 一目でわかる入口やアクセスエリアを設
置する
	� 公園内、緑道、遊歩道に標識を設置する
	� 季節の変化に対応する（照明、排水、素材
など）
	� 安全性を考慮する（照明、見通しのよさ、ア
クセシビリティ）
	� ベンチ、ゴミ箱、トイレなどのインフラとな
る機能を提供する

 都市緑地の維持管理上の必要事項を考
慮する

	� 実際の利用者が、都市緑地を安全で清潔
で十分に手入れされたものと感じられるよ
うに定期的な維持管理を行う
	� 落書きや反社会的な行為の兆候に速や
かに対策を施す
	� 高価かつ／または複雑な維持管理が必要
とならないように、維持管理が容易な設計
をする
	� アレルギー源となる可能性が全く、また
は、ほとんどない植物のなかから、手間の
かからない在来種を用いる
	� 生態系に配慮した維持管理を実践し、潜
在的な健康リスクを回避する



12

7. コミュニティの参画を適切に促すために、
    施策対象者を明らかにし、
    ステークホルダーとの協働を進める

	緑地は特定の利用者を対象とした健康
便益と社会便益の創出に活用できる

	� 地域の都市緑地の量的・質的データは公
平な計画策定に利用できる
	� 不利益を被っている地域への適切な都市
緑地の提供は、特定の対象グループの健
康を促進し、社会的な結束を改善する手段
となる
	� 緑地の機能と設備を特定の対象グループ
のために用意してもよいが、それが他の機
能や住民グループの排除につながること
は避けなくてはならない

	都市緑地の計画・設計・維持管理へのコ
ミュニティの参画は地域のニーズを満た
すために重要である

	� 人々のために計画するということは人々と
ともに計画するということであり、地域住
民のニーズに応えた都市緑地をつくるた
めには、計画の早い段階からコミュニティ
が参画することが求められる
	� 計画段階においてコミュニティの参画を促
進するために、十分な時間と予算が用意さ
れなければならない

	� 都市緑地づくりへの地域住民の参画は、そ
の緑地への愛着を高めることとなり、利用
が促進される
	� コミュニティの参画は、すべての住民グル
ープの需要と要求を完全に満足させる手
段ではなく、最大限の歩み寄りが求められ
ることも明確に示さなければならない

	ステークホルダーや他の行政分野との協働
は都市緑地による処方箋の効果を高める

	� 多様な分野（環境、交通、健康、社会問題、
治安など）を横断した協働は、都市緑地の
便益の最大化と望まない悪影響の回避を
促すことができる
	� 地域の企業や団体とのパートナーシップ
は、新たな（とりわけ民有地の）都市緑地づ
くりの資金調達と維持管理の支援の一助
となる
	� 環境の専門家、大学機関、研究所との協働
は、都市緑地の効果的な計画、モニタリン
グ、評価を支援することができる
	� 都市緑地の効果をより高めるには、自治体
間で地域計画や地区計画の枠を超えて都
市緑地を考える必要がある

都市緑地による処方箋は、都市全体の生活の質を向上させることを目的としており、そのために
様々なコミュニティとステークホルダーが計画に関わることが求められています。緑地を活用し
たこうした施策は、とりわけ社会的な不利益を被っている地域や充分な社会的サービスが行き
届いていない地域を支援し、それぞれの住民に手を差し伸べる機会となります。
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計画づくりでの
コミュニティとの
協働が、
都市緑地の
受容と利用を
確実に高めます
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8. 都市緑地の利用をいかに促進するか
都市緑地を多様な住民グループが利用し、すべての地域住民のための環境を整えるためには、
施策対象者に対し積極的な働きかけを行うことが最も重要なこととなります。
都市緑地による処方箋は、物理的な改善（新たな緑地の設置や既存の緑地の改善など）と、それ
に伴う普及活動という二通りのアプローチがとられるべきです。こうした普及活動は、以下に例
示するように極めて多岐にわたります。

	� ウェブサイト、現地での標識設置、パンフレットなどによる都市緑地の広報活動
	� ファミリーデイ、スポーツイベント、祭事やマーケットなどの交流機会などの公開イベント
	� ガイドウォークやグリーンジムなどの小規模なグループ活動
	� 都市緑地の利用促進やコミュニティの関与を効果的に推進できる地域の名士、著名人
による情報発信
	� 都市緑地の運営と維持管理（あるいはそれらの補助活動）や、都市緑地での様々な活動
（貸し農園など）のための地域団体の設立や既存団体との協働

9. 都市緑地による処方箋の
9. モニタリングと評価の方法
都市緑地による処方箋のモニタリングと評価は、次のことを判断する上で重要です。	

	� 都市緑地による処方箋が意図した通りの便益を提供できているかどうか
	� 得られる便益が不十分であったり、意図せぬ副次的効果により悪影響に晒されていた
りする住民グループがいないかどうか

効果的なモニタリングと評価のためには、計画策定の初期の段階からプロジェクトの成果を記
録するための指標を検討することと、プロジェクトの進捗と予算運用にモニタリングと評価を組
み入れることが必要です。
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	モニタリングの実施を計画当初から想定し、そのために必要な予算を確保すること

	� すでに利用可能な地域レベルのデータを用い、新たなデータ収集の必要性を減らすこ
とを検討する
	� 都市緑地による処方箋の効果とその測定方法を具体的に考慮する
	� 都市緑地による処方箋の効果を前後で比較するために、プロジェクト実施前の基準と
なるデータを収集する
	� プロジェクトの効果が発現するまでの時間を考慮する（環境への影響は、社会や健康へ
の影響よりも早く現れることがある）

	利用者と非利用者の両方への影響を考慮する

	� 対象となる都市緑地が利用されない理由を解明するために、公園を利用しない人々に
も調査を行う
	� 異なるニーズを持った異なる利用者グループ間の潜在的な対立を把握する
	� モニタリングを通じて都市緑地が新たな利用者を生み出したかどうか、または、すでに
他の緑地を利用していた人々を誘致したかどうかを把握する

	複合的なモニタリング手法を必ず利用すること

	� 調査、観察、測定を通じて集められた定量的なデータは、都市緑地の利用と影響につい
ての実証的で比較可能な情報を提供できる
	� 聞き取り調査を通じて集められた定性的なデータは、個々の住民レベルにおける都市
緑地の意味を探り、個人的な嗜好や関心を理解する上で役立つ

モニタリングと評価において考慮すべき側面
健康は多岐にわたる要因に影響されるものであり、都市緑地での活動が及ぼす健康への影響の
アセスメントとモニタリングには複合的な方法が求められます。健康やウェルビーイングを規定す
る要因には、生活の質とウェルビーイングに対する実感や自己評価、緑地における健康回復やス
トレス解消の効果、健康状態についての自己評価など、すでに実証され確立された調査から得ら
れるものもあります。

健康の専門家によるサポートがない場合、地域のプロジェクトが客観的な健康要因（BMIや心血
管疾患など）を用いて効果を記録する際には特段の注意が必要です。
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緑地の影響のモニタリング・評価において考慮すべき項目（表１）

表１．モニタリングおよび関連質問において考慮すべき影響

影響の種類 確かな情報を集めるために推奨される問い
環境／生態系に
関する影響

	� 対象となる都市緑地は、大気、騒音、都市におけるヒートアイランドにど
のような影響を持つか
	� 治水と洪水リスクの低減に資するものか
	� 自然とのふれあいを可能にするものか
	� 生物多様性を向上するものか

ライフスタイルへ
の影響

	� 対象となる都市緑地は身体活動を促進／増加させるものか
	� 身体活動を伴う運動（徒歩や自転車）を可能にするか
	� 屋外で過ごす時間を増やすものか
	� より多くの利用者を生み出したか
	� 健康な生活習慣と身体活動を伴うレクリエーションを支援するか

社会的な影響 	� 対象となる都市緑地は社会的な結束を支援するものか
	� 社会的なふれあいと交流を支援するものか
	� 緑地開発が裕福化現象（ジェントリフィケーション）を誘発し地域住民
を追い出すことになっていないか

公平性への影響 	� 対象となる都市緑地をすべての住民グループが利用し便益を享受して
いるか
	� そうでない場合、受ける便益が最も少ない、さらには不利益を被るのは
どの住民グループか
	� 様々な利用者グループのための様々な機能を有しているか

モニタリングと評価を支援するための実践的な工夫とツールについて例示します。
	� 都市緑地の利用についての観察データは、利用者の種類、人数、目的について評価を行う上
で比較的単純で費用対効果に優れた方法です。
	� 文脈に応じて適切な調整をするならば「Commission	for	Architecture	and	the	Built	Envi-
ronment	Guide」(CABE,	2004;	2006;2009)や「System	for	Observing	Play	and	Recre-
ation	in	Communities	(SOPARC)	Tool」(RAND	Corporation,	2017)も有用な資料です。
	� 地域のネットワークや団体との連携は、コミュニティや都市緑地の利用者からのフィードバッ
クを収集する上で有用な方法です。
	� 学術機関や研究所との協働は、効果的なモニタリングと評価の実現を助けます。
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公共空間を
活用して
植生と
緑の機能を
増進できます
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10. 潜在的な課題と利用者間の対立を
10. 回避し管理する方法
都市緑地による処方箋で生じうる望まない副次的影響を認識することは重要です（表2）。早期
の問題特定と対策のために、これらは計画のプロセスと実施以降のモニタリングにおいて検証
する必要があります。

こうした課題は、適切な計画と維持管理と地域利用者との効果的なコミュニケーションによって
対処できることが、都市緑地による処方箋の事例研究から明らかになっています。

表２：潜在的な課題と推奨される解決策

潜在的な課題／
利用者間の対立 推奨される解決策

利用者間の対立および
空間の競合

	� 初期からのコミュニティの参加
	� 異なる住民グループに応じた異なる機能を同時提供する
ことを可能にする適切な緑地の提供
	� 特定の活動のための特定の設備を伴う都市緑地の定型的
な利用と、あらゆる類の活動を可能にするより緩やかにつ
くられた空間の併用

過剰利用による都市緑地
の劣化

	� 地域の都市緑地を住居の近くに配置することによる需要
圧力の分散
	� 対象となる都市緑地の規模と許容能力に見合う機能に絞
った計画
	� 適切で頻繁な維持管理と清掃の確実な実施
	� 利用者過多を誘発する「イベント用地」の設置を避ける（こ
の用途に適した規模がある場合を除く）

都市緑地の機能/サービ
スへのコミュニティの不満

	� 初期からのコミュニティの参加
	� 設計と施工への地域住民の関与
	� 計画段階での住民期待の管理と、すべての要求に応じるこ
とはできないことを明示すること
	� 都市緑地の処方箋が十分な恩恵を提供できるまでに時間
がかかることを初期段階で明示すること
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潜在的な課題／
利用者間の対立 推奨される解決策

安全問題、反社会的行為、
落書き、犯罪に対する懸念

	� 維持管理不足という印象を与えないための適切で頻繁な
維持管理の確実な実施
	� 安心感を高めるための適切な照明の設置
	� 地域住民の有志による定期的な見廻りの実施
	� 都市緑地の処方箋の計画・施工・維持管理に地域住民を
関与させることによる帰属意識の向上
	� 交流イベントやレクリエーションのための利用促進による
都市緑地の活性化と、一日の様々な時間帯における利用
の促進

ジェントリフィケーションと
社会経済的立場の弱い住
民の移住

	� 都市緑地への公的投資による家賃の急騰を避けるための
行政や住宅管理者との協働
	� 都市緑地への投資の地区間での均等な配分

都市緑地に関する健康リ
スクの増大

	� 都市緑地と関連設備の定期点検と維持管理
	� 高齢者と身体的な障害を持つ人々の転倒リスクを最小化
するための歩きやすい通路の提供
	� アレルギーを誘引する花粉や毒性の実、葉を持たない植
物種の選定
	� 都市緑地の利用による潜在的な健康リスク（紫外線被ばく
や、ダニなどの生物が媒介する疾患）とその回避方法の情
報提供
	� 湖や川、井水などの水域に生じる潜在的リスクから水源の
安全を確保する

都市緑地の維持管理予算
の不確実性や削減

	� 維持管理費用を抑えられる設計の実施
	� 革新的なファンディングの取り組み（ランドトラスト、財団、
組合などによるコミュニティ所有モデルなど）
	� 地域における政治的支援の早期からの確保
	� 維持管理を支えるコミュニティのグループやNGO等の組
織との協働
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11. 重要なメッセージ

適切な計画・設計・評価は都市
緑地の便益を最大化します

	都市緑地による処方箋の効果は、都市
環境の物理的な改善と、緑地利用を促
進し地域の様々な利用者に働きかけよう
とする参加・協働的な要素を組み合わ
せた二通りのアプローチにより最大化さ
れます。

	都市緑地は多様な行政分野とステーク
ホルダーの支援を受けて実施されたと
きに最も持続的なものとなります。自治
体間、および地域コミュニティのグルー
プ／民間の関係者との多分野での協働
は、多元的な効果を実現する施策につな
がります。

	都市緑地による処方箋での計画と設計
には、地域コミュニティと想定される利用
者の積極的な参画の促進が求められま
す。これにより確実にコミュニティが関与
でき、コミュニティの期待に沿った施策
の実現が出来るようになります。

	都市緑地は包括的な都市計画のプロセ
スと、より広域的なグリーンインフラのネ
ットワークの一部として考慮すべきです。
都市緑地による処方箋は、地域計画策
定の枠組とマスタープランのなかに位
置づけられ、他の行政分野（住宅、交通、
健康、持続可能性、生物多様性など）の
政策に反映されるべきです。

1 2都市緑地は様々な便益を提供
し、健全な居住環境に必要な機
能を構成します

都市緑地による処方箋は、居住環境を改善
し、生物多様性を保全・向上させ、屋外での活
動と身体を動かす生活習慣を増やし、社会的
なふれあいや交流を増進し、良好な心身のウ
ェルビーイングを提供するために活用されて
きました。適切に設計された都市緑地は、都市
コミュニティのすべての住民にアクセスと便
益を与えることができます。

都市緑地による処方箋が小規模であっても、
費用対効果に優れた方法で健康および社会
的・環境的な効果を発揮することができます。
健康のための公共投資のなかでも、これらの
すべてを実現できるものは緑地の他にはあま
り例がありません。

緑地は以下の理由によって都市と都市
生活の質に便益をもたらします。
	� 健康、社会、環境にポジティブな効果
をもたらすことができる。
	� 不利な状況にある貧困地域の社会
的・環境的な質を向上させることがで
きる。
	� 都市をより暮らしやすく楽しみに溢れ
たものにできる。
	� 都市のポジティブなイメージ、および
都市のブランディングとアイデンティ
ティに貢献できる。
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	都市緑地による処方箋には短期的な効
果もありますが、さらに長期間にわたっ
て最大の便益を実現する都市への投資
として考えられなければなりません。

	都市緑地の利用とそれによる効果は、将
来計画の指針となり、既存の緑地が確実
にコミュニティのニーズに応えるように見
直され、つくりかえられるために評価が
必要です（図２）。

3
地方自治体は既存の都市緑地
の保全と維持管理に対する責任
を負います

自治体によっては、新たな緑地の設置や既存
の緑地をより良い状態に保つための資金調
達の目途がたたないことや、公共のオープン
スペースとなりうる自治体所有の土地が限ら
れているということもあるはずです。こうした
状況では、既存の都市緑地を保全し、それら
をできる限り多くの住民がアクセスできるも
のへと変えることが最も重要となります。とり
わけ、都市の貧困地域では、緑地のさらなる
減少が、社会と健康に悪影響を与えるので回
避されるべきです。

地域コミュニティへの
関与／緑地利用の評価
／地域ニーズの特定

必要な諸機能を有した
都市緑地の設置と
適切な維持管理

緑地が地域環境、生活習慣、
健康とウェルビーイング、
社会的公平性に及ぼす影響
の評価

すべての地域住民を
対象とした都市緑地
の利用促進

図２：緑地の改善のサイクル
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緑地を
人々の
暮らしの
すぐそばに
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